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先例が少ない中で企業ごとの“解”を見つけ
新たな実務の構築に挑む
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Oki Mori

界的に検討されていますが、欧州当局がガイダンスを発

行しましたし、日本の個人情報保護委員会は個人情報に

関する個人の権利利益の確保とのバランスに留意しつつ

これらのアプリを活用するための考え方を示しました。

新しい技術・サービスと個人情報保護・プライバシー保

護は密接に関連していることが珍しくなく、民間企業で

のビジネスの進め方と規制当局の考え方のバランスを常

に意識しています」（早川健弁護士）。

「データは容易に国境を越えるため、グローバルな視

点でコンプライアンス対応をしなければなりません。ま

た、M&Aにおいても対象会社が保有するビッグデータ

が買収目的の一つであるようなケースも増えてきてお

り、デューディリジェンスの過程で、これまでよりも踏

み込んでデータコンプライアンスをチェックしたり、買

収後に対象会社のビッグデータを活用できるのかを検討

したりすることも重要です。外国からの国内企業への投

資や独占禁止法・競争法を所管する当局も審査に際して

データの取扱いには強い関心を持ち、関連する法令やガイ

ドラインの動きも激しくなっています」（水越政輝弁護士）。

“解”は一つではない
データ利活用は、先例が必ずしも十分にない中で新し

い問題に取り組む必要があるチャレンジングな分野であ

るが、だからこそやりがいを感じるという。

「テクノロジーを利用した新しいビジネスが次々と生

み出されていく中で、企業はデータ利活用と個人情報・

プライバシーの保護を両立させていかなければなりませ

んが、このバランスは個別の案件ごとに異なり、“解”

は一つではありません。今後、各法分野やプラクティス

分野での議論がさらに進み、データ利活用に関して新た

な規制や実務上の工夫が次々と生じるでしょう。当事務

所では、各分野において豊富な経験を有する弁護士が協

力して最先端の案件に関与することでこれまで培ってき

た知識・経験を、テクノロジー法の分野でも最大限活か

して、クライアントのデータ利活用を通じたビジネス展

開を総合的にサポートしていきたいと考えています」

（森弁護士）。

企業の社会的責任と
従業員のプライバシー保護の両立

新型コロナウイルス感染症という未知の病気によっ

て、企業は感染拡大防止と、感染者または感染が疑われ

る者の個人情報・プライバシー保護をどのように両立す

るべきか、という難しい問題に直面した。弁護士にとっ

ても過去に例のない事態であり、国内外の法令のいずれ

についても平時はあまり利用しない例外規定を積極的に

活用すると同時に、世界的な議論の状況を把握して実務

上の留意点を明らかにする必要があるという。

「幸いにも私が直接相談を受けているクライアントに

新型コロナ感染者は確認されていませんが、予防策や感

染者が確認された際の対応などのご相談を多く受けてい

ます。例えば、物流企業は事業を安定して継続させるこ

とが責務であり、仮に物流倉庫で感染者が確認された場

合は閉鎖しなければならず、物流に大打撃を与えてしま

うため、感染予防に主眼を置きます。このとき、勤務開

始時に検温を義務づけてよいのか、体温の情報を保管し

続けるのか、一定期間が過ぎたら消去するのか、日本の

個人情報保護法上は問題なくとも、欧州では法に抵触す

る場合もあります。また、仮に感染者が確認された場

合、情報を開示する必要がありますが、対外的にどこま

で公表してよいのか、社内にはどこまで伝えるべきか、

個人情報保護の観点に基づく線引きが難しい場面でもあ

ります。社会からの批判を受けず、従業員に対しても安

全を確保するだけでなく安心させなければならず、さら

に感染者本人のプライバシーも保護しなければなりませ

ん。多くの企業はいま、難しい舵取りを迫られていま

す」（森大樹弁護士）。

長島・大野・常松法律事務所では、新型コロナウイル

ス感染症に関する法務問題について無料でアクセスでき

る特集ページをいち早く開設すると同時に、ニュースレ

ターの発行やウェブセミナーの開催など積極的な情報発

信に取り組んでいる。

広範な法分野・プラクティス
かつグローバルでの対応

データは21世紀の石油であるといわれる。新しいビジ

ネスを生み出していく上でも、既存のビジネスモデルを

変革して企業が生き残っていく上でも、データの利活用

が非常に重要であることは疑いようがないが、データと

いってもさまざまな性質・形態があり、実際の取引の中

でどのように取り扱うべきかについて明らかでない点も

多い。また、データそのものの価値やデータの取扱いが

ビジネスや一般消費者に与える影響が大きくなっている

ことから、幅広い法規制が関連することも特徴である。

「データが個人情報を含む場合は、個人情報保護法を

遵守する必要があります。また、データを取引の対象物

として見た場合、独占禁止法や税法がどのように適用さ

れるのかについても注意しなければなりませんし、サイ

バーセキュリティやデータ漏えいが発生した場合の危機

対応も重要になります。さらに、データに関連する新し

い法規制への対応も必要で、例えば2019年7月に導入さ

れた不正競争防止法上の“限定提供データ”としての保

護を受けるためには、“営業秘密”と同様の管理方法で

よいのか、また第三者に提供する際にどのような規定が

契約上適切かといったことについての相談を受けること

も増えています。広範な法分野やプラクティスが関連す

るため、広い視野・知識と適切なバランス感覚が重要で

あると感じています。また、常に案件ごとの特性を踏ま

えた個別の検討が求められる点も特徴です」（殿村桂司

弁護士）。

「民間企業に出向した後、個人情報保護委員会に入

り、欧州や米国、アジアなど世界の個人データ保護法令

の動向を調査してきました。例えば、新型コロナ感染拡

大を防ぐ手段の一つとして、接触確認アプリ（コンタク

トトレーシングアプリ）といった新たな技術の導入が世
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